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平成 26 年度ごみ処理基本計画 

アクションプログラム 
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 アクションプログラムの背景 

平成 18 年 10 月に平成 18 年度から 27 年度までの 10 年間を基本計画とする第 2次鎌倉市

一般廃棄物処理基本計画ごみ処理基本計画（以下「ごみ処理基本計画」という。）を策定し、

５年目にあたる平成 22 年度には中間的な見直しをすることとしていました。 

 この５年間の推計人口と実際の人口動態の乖離、ごみ処理広域化及び生ごみ資源化施策の

検討、国の廃棄物処理に関する法制度の改正などを踏まえた計画の改定が必要であったこと

から、平成 23 年６月 13 日にごみ処理基本計画の中間見直しを行いました。 

中間見直し後のごみ処理基本計画は、平成 23 年度から 27 年度までの５年間を計画期間と

し、市民、事業者、行政の連携・協働によるごみ減量・資源化を推進するものであり、毎年

度ごとに着実なごみ焼却量の減量が求められるものであることから、計画的で着実な事業の

推進を図るため、具体の施策を定めたものがアクションプログラムです。 

また、平成 25 年度以降については、ごみ処理基本計画（中間見直し）を再構築いたしま

したが、今回、平成 23年度から 25 年度にかけたごみ減量・資源化施策ごとの実績を踏まえ、

平成 26 年６月５日に平成 26 年度アクションプログラムを策定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本計画の実施のために必要な各年
度の事業について定める計画 

一般廃棄物の処理に関する基本的な
事項について定める計画 

一般廃棄物処理実施計画 

第３次鎌倉市総合計画基本構想 

各年度計画 

一般廃棄物処理計画 

ごみ処理基本計画 

第２次一般廃棄物処理基本計画 

10 年間の長期計画 

ごみ処理実施計画 

アクションプログラム 
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減量・資源化対策の実施事業のスケジュール 

 （第２次鎌倉市一般廃棄物処理基本計画ごみ処理基本計画（中間見直し）（再構築） P 29） 

 

 上記のスケジュールに基づき、次の７項目の重点項目により進行管理を行います。 

  重点項目１ 家庭系燃やすごみ等の戸別収集・有料化 

  重点項目２ 家庭での取り組み 

  重点項目３ 事業所での取り組み 

  重点項目４ 多量排出事業所における生ごみ資源化 

  重点項目５ 小規模施設による生ごみ減量 

  重点項目６ 資源化品目の拡大（製品プラスチックの資源化） 

  重点項目７ 新たな減量・資源化方策の検討 

   

主な実施事業 25 年度 26 年度 27 年度 

家庭・地域に対する働きかけ 

 家庭系燃やすごみ等の戸別収集・有料化 

 

   

 家庭での取り組み 
（家庭用生ごみ処理機の普及等） 

   

 臨時ごみ・持込みごみの 

ごみ処理手数料の改定 

   

事業所・商店街に対する働きかけ 

 事業所での資源物分別徹底 

 

   

 事業所での取り組み 
（事業系ごみ処理手数料の改定等） 

   

 多量排出事業所における生ごみ資源化 
（大型生ごみ処理機の普及） 
 

   

 小規模施設による生ごみ減量 

 

   

その他のごみ減量・資源化の方策 

 リサイクルの推進－資源化品目の拡大 

  竹・笹・シュロ類 

 

   

  布団・畳・木質廃材 

 

   

  家庭系製品プラスチック 

 

   

 市民、事業者、行政が一丸となった取り組みの推進 

  鎌倉のごみ減量をすすめる会の活動 

 

   

全市実施 

助成制度実施 

モデル事業 検討 

継続実施 

実施 

実施 

実施 

戸別収集 

一部実施 

継続実施 

継続実施 

継続実施 

継続実施 

継続実施 
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重点項目１ 

家庭系燃やすごみ等の戸別収集・有料化 

 ごみ焼却量を減らすには、「ごみを持ち込まない」「ごみを作らない」「ごみを出さない」

社会づくりが必要です。 

ごみ減量・資源化に向けた市民意識を高め、ごみ排出量に応じた費用負担の公平化、ごみ

排出量の減量を図るため、家庭系燃やすごみ等の戸別収集・有料化の同時実施を目指して、

説明会やパブリックコメントを実施してきましたが、戸別収集を中心にコストの問題、削減

効果への懸念、さらに、コミュニティーや防犯、景観への懸念など様々な意見が寄せられた

ことから、一定の評価が得られている有料化を先行してすることとし、平成 26 年 2 月議会

に有料化を実施するための条例改正案を上程しましたが、審議の過程において有料化の対

象品目が明確になっていないなどの指摘があったことから、提案した条例改正案を

取り下げました。 

しかし、有料化は、ごみ排出量に応じた負担の公平性や約６割の自治体が実施され、ごみ

の削減効果が確認されており、ごみ処理基本計画の目標達成のためには不可欠な施策であり、

ごみ発生抑制に寄与する施策であることから、早期の実施を目指す必要があります。２月議

会で指摘を受けた部分を修正して平成 26 年６月議会に上程を予定し、平成 27 年１月 15 日

からの実施を目指していきます。 

また、戸別収集は実施時期を先送りし、意見のあった内容について検証し十分な市民の理

解を得ていきます。 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

○ 広報等による周知
広報かまくら等 ○ ○
ホームページ
ごみダイエット展

○ 市主催説明会 　 　 ○ 　 ○

○ 自治・町内会説明会

○ 条例改正 ○

○ 有料化実施 ○

○ 啓発資料の作成

DVDの作成

　 パンフレット作成

○ 分別方法の周知

新しい分け方･出し方

の作成

ごみ焼却削減量3,664ｔ

平成27年1月からの有料化での削減量453ｔアクション
平成26年度目標

計画
実施見込

積算根拠 

① 有料化のみの削減見込み（年間）3,475ｔ×8％/14％＝1,986ｔ 

平成 27 年１月 15 日からの削減効果 1,986ｔ×2.5 月/12 月＝414ｔ 

② 臨時ごみ、持込みごみの手数料の改定 189ｔ×2.5 月/12 月＝39ｔ 

(予定) 

(予定) 
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重点項目２ 

家庭での取り組み 

 循環型社会の構築のためには、ごみを減らすリデュース（発生抑制）、リユース（再使用）

が最も重要です。 

今後、実施予定の家庭系燃やすごみ等の有料化に併せ、ライフスタイルの見直しを通じた

ごみ減量の施策として、生ごみの水切りやマイバッグの使用、使い捨て製品の使用を控える

ことなどの啓発を行います。 

 家庭の燃やすごみのうち多くを占める生ごみについて、生ごみ処理機の活用を引き続き勧

めていきます。 

その他、家庭・地域に向けて、リデュース（発生抑制）、リユース（再使用）を呼びかけ

ていきます。 

 また、子どもたちにごみの減量・資源化について関心を持ってもらうことは、子どもを通

じた家庭への波及効果が期待できることから、小中学校等における環境教育を引き続き実施

します。 

さらに、イベントなどの場で使う、使い捨てのお皿・コップや割り箸の代わりに何度でも

使えるリユース食器について、市の助成制度と併せ、周知・普及を進めます。 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

〇 自治・町内会説明会

〇

〇

〇 イベント等での啓発

〇 広報等による啓発

○

○ リユース食器の普及

ごみ焼却削減量1,270ｔ

家庭用生ごみ処理機の
普及(購入費助成制
度・直接販売制度)

家庭用生ごみ処理機の
展示と説明

小中学校等における環
境教育の実施

アクション
平成26年度目標

 

積算根拠 

① 水切り等 974ｔ 

② 生ごみ処理機 296ｔ 
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重点項目３ 

事業所での取り組み 

 事業所においても、家庭と同様に事業活動におけるごみの発生抑制と資源物等の分別徹底

が必要であることから、啓発及び指導を行っていきます。 

 平成 25 年１月より今泉クリーンセンターに自走式コンベアごみ投入検査機を設置し、鎌

倉市一般廃棄物収集運搬業許可業者（以下「許可業者」という。）の搬入するごみを検査し、

分別がされていないごみについては指導を行っています。平成 26 年度においても引き続き

実施するとともに、排出元の事業所（排出事業者）に対しても個別指導を行います。 

 事業系ごみ処理手数料（13 円/㎏）については増額改定（21 円/㎏）を予定しており、鎌

倉市廃棄物の減量化、資源化及び処理に関する条例等を平成 26 年６月議会に上程を予定し、

平成 26 年 10 月からの実施を目指します。事業系ごみ処理手数料の改定は、昨今の社会経済

状況を鑑みても事業者に負担を課することになることから、排出事業者については改正前後

の周知を徹底して行います。 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

〇

〇

〇 条例改正 ○

〇 処理手数料改定 ○

〇 排出事業所への周知

〇 許可業者への周知

(分別、発生抑制、ごみ処
理手数料の改定等の周知)

(ごみ処理手数料の改定)

ピット前調査の実施と
分別指導

排出事業者への個別指
導

アクション

(資源物等の分別徹底)

計画

実施見込

ごみ焼却削減量2,483ｔ

ごみ焼却削減量2,224ｔ
平成26年度目標

 

積算根拠 

 計画 ①分別徹底 1,964ｔ 

②手数料改定 519ｔ 

 

見込み①分別徹底 1,964ｔ 

      ②手数料改定（10 月実施）260ｔ 

 

(予定) 

(予定) 
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重点項目４ 

多量排出事業所における生ごみ資源化 

 事業所のうちごみ排出量が毎月３トン以上等の基準を超えるものは、多量排出事業所とし

て、鎌倉市廃棄物の減量化、資源化及び処理に関する条例により「減量化及び資源化計画書」

の市への提出が義務付けられています。 

 本市内には毎年度約 50 事業所の多量排出事業所があり、個別に訪問し、ごみ減量への取

組みを依頼しているところです。 

 事業系ごみの多くを占める生ごみの資源化は、排出量の多い多量排出事業所で実施するこ

とが、収集運搬のコスト軽減から効率的です。このため、生ごみ資源化事業者への委託によ

る生ごみの資源化又は減量を勧めていきます。 

 生ごみ資源化事業者は市外に立地することから、大型生ごみ処理機の設置による生ごみの

減量・資源化も併せて進めていきます。大型生ごみ処理機の設置を促進するために、多量排

出事業者向けの設置費等に対する助成制度を創設し、実施します。 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

〇

〇

〇

〇

〇

平成26年度目標 ごみ焼却削減量610ｔ

多量排出事業所への訪
問調査、生ごみ資源化
の啓発

大型生ごみ処理機モデ
ル機の検証

多量排出事業所の抽出

大型生ごみ処理機設置
助成制度の創設・運用

アクション

「減量化及び資源化計
画書」の提出

 

積算根拠 

 計画 ①生ごみ資源化の推進 588ｔ 

②生ごみ処理機 22ｔ 

 

 見込み①生ごみ資源化の推進 588ｔ 

②生ごみ処理機 22ｔ 
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重点項目５ 

小規模施設による生ごみ減量 

 前記の多量排出事業所以外の事業所のうち、一定量以上の生ごみを排出する事業所につい

て、①事業所で燃やすごみと生ごみを分別し、従来どおり許可業者と契約、②許可業者は分

別された生ごみを市施設に運搬し、市に処理手数料を支払う、③市は大型生ごみ処理機で減

量を行う、という仕組みを検討するものです。 

 大型生ごみ処理機の設置場所は、焼却停止後の今泉クリーンセンターを前提に検討します。 

 事業系ごみからの生ごみの分別は、残飯に含まれる生ごみ以外の除去が課題となります。

また、多量排出事業所以外の事業所から排出される生ごみについては、個々の事業所の排出

量は尐ないことから、収集運搬の効率性に課題があります。 

 これらの課題を解決すべく、平成 26 年度に生ごみの分別、収集運搬のモデル事業を実施

することを目指して、収集を担う許可業者と生ごみ減量のためのシステムを検討します。 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

〇

〇 生ごみ減量システムの
検討

アクション
平成26年度目標

今泉クリーンセンター
近隣自治・町内会への
説明

生ごみ処理モデル事業を実施し、平成28年度からの資源化に向けた検討
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重点項目６ 

資源化品目の拡大（製品プラスチックの資源化） 

 ごみ焼却量を減らすため、焼却処理をしてきた竹・笹・シュロ類については、平成 23 年

度より資源化を始めています。また、布団、畳及び木質廃材についても平成 24 年度より資

源化を始めており、平成 26 年度においても引き続き資源化を行います。 

 また、燃やすごみとして排出されている製品プラスチック（容器包装プラスチック及びペ

ットボトルを除く）について、家庭系ごみの有料化の実施と合わせて、平成 27 年１月 15

日からの実施を目指していきます。 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

〇

〇

〇 ○

計画

実施見込

ごみ焼却削減量1,364ｔ

ごみ焼却削減量  922ｔ

製品プラスチック資源
化の実施

竹・笹・シュロ類、布
団、畳、木質廃材の資
源化

製品プラスチック資源
化の検討

アクション
平成26年度目標

 

積算根拠 

 計画 ①竹・笹・シュロ類 240ｔ 

      ②布団 52ｔ 

      ③畳 77ｔ          

       畳（受入停止）37ｔ（推計）     114ｔ 

      ④木質廃材 234ｔ          

       木質廃材（受入停止）224ｔ（推計） 458ｔ 

      ⑤製品プラスチック 500ｔ 

 

   見込み①竹・笹・シュロ類 240ｔ 

      ②布団 52ｔ 

      ③畳 77ｔ          

       畳（受入停止）37ｔ（推計）     114ｔ 

      ④木質廃材 234ｔ          

       木質廃材（受入停止）224ｔ（推計） 458ｔ 

      ⑤製品プラスチック 58ｔ 

(予定) 
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重点項目７ 

新たな減量・資源化方策の検討 

 循環型社会を形成するためには、リデュース（発生抑制）・リユース（再使用）に重点を

置いた取り組みを積極的に推進するとともに、今後も引き続きリサイクルを推進していく必

要があります。ごみ処理基本計画（再構築）では、こうした考え方に基づき、さまざまなご

み減量・資源化施策を着実に推進し、平成 27 年度末にはごみ焼却量を３万トン以下に削減

することとしていますが、一部の実施事業において、実施時期の遅れなどが生じています。 

 平成 27 年度末の目標は確実に達成する必要があることから、現在取り組んでいる実施事

業に加えて、ごみ処理基本計画（再構築）で掲げているように、民間のごみ資源化施設に処

理委託を行うことや、生ごみの堆肥化など小規模な施設による処理など、新たなごみ減量・

資源化の方策を検討し、平成 27 年度からの実施に向けた制度の構築を目指します。 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

〇 新たな減量・資源化方
策の検討

アクション
平成26年度目標 平成27年度からの実施に向けた制度の構築

 
 

 

 

 

 


